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表 2 超伝導コイル開発に関する取組の担い手と施設について 
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表 3 ブランケット開発に関する取組の担い手と施設について 

 
 
 

表 4 ダイバータ開発に関する取組の担い手と施設について 
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表５ 加熱・電流駆動システム開発に関する取組の担い手と施設について 

 
 
 

表 6 理論・計算機シミュレーション研究に関する取組の担い手と施設について 
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表 7 炉心プラズマ研究に関する取組の担い手と施設について 

 
 
 

表 8 核融合燃料システム開発に関する取組の担い手と施設について 
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表 9 核融合材料開発と規格・基準策定に関する取組の担い手と施設について 

 
 
 

表 10 核融合炉の安全性と安全研究に関する取組の担い手と施設について 
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表 11 稼働率と保守性に関する取組の担い手と施設について 

 
 
 

表 12 計測・制御開発に関する取組の担い手と施設について 
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第 3回会合 平成 25年 8月 28-30 日 
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科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会原子力科学技術委員会 
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平成 26年 3月 28 日 

核融合エネルギーフォーラム 社会と核融合クラスター・実用化戦略クラスター デモ意

見交換会（航空会館） 

 

平成 26年 4月 3日 

核融合ネットワーク会合（核融合科学研究所） 

 

平成 26年 6月 20 日 
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パネルディスカッション：発電実証にかかる戦略 
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参考資料５ 海外の原型炉に向けた取組について 

（１） EU 

○ 欧州では、国際協力である ITER 計画と BA(幅広いアプローチ)計画の実施にあたる F4E

と並んで、欧州委員会が参加国の代表的な機関となる 28 の研究所が協定を結び、連携と

資源の共有をはかる欧州核融合開発協定（EFDA）が核融合研究開発の推進母体であった。 

○ 核融合エネルギーの実現に向けて、道筋を明らかとし、研究資源の重点化を図るため、

2012 年 11 月に「核融合電力 核融合エネルギー実現への工程」（Fusion Electricity, A 

roadmap to the realization of fusion energy）が EFDA によってまとめられた。野心的で

はあるが、現実的な 2050 年までの核融合発電への行程表」と総括されている。 

○ この「ロードマップ」報告書に沿い、附属書、作業計画(Workplan)へと展開され、参加研

究所がこの作業計画を担当することが EFDA からの資源配分の根拠となった。この新し

い仕組みに対応すべく、EFDA は EUROfusion と呼ばれるコンソーシアムに 2014 年 1 月

より再編された。 

○ ロードマップには８つのミッション（核融合発電炉のプラズマ運転領域、熱と粒子の排出、

中性子耐性材料、トリチウムの自己充当能力と燃料サイクル、核融合の安全面の充足、統

合された原型炉設計とシステム開発、電力コストの競争力、ヘリカル方式の開発）が定義

され、それぞれのミッションは表題（Headline）に分解され、さらに作業計画（Workplan）

へと展開されている。作業計画は 2014-2018 年と年限が決められている。 

○ ミッションとならんで、ロードマップを支持するための教育と訓練、基礎研究の機会、資

源充足の枠組み、エネルギー源としての核融合の実現への産業界の取り込み、が項目とし

てあげられている。 

○ 原型炉の概念として、トカマク方式のパルス運転とヘリウム冷却ブランケットを基本の方

向として考えている。 

 

（２） 韓国 

○ 2007 年 3 月に核融合エネルギー開発促進法を制定し、法的根拠のもとに研究開発を進め

ている。2012-2021 年を第 2 期とし、原型炉のためのコア技術開発を目的と定義している。

中心は ITER 計画の完遂とそれによるコア技術の獲得と原型炉設計である。 

○ 原型炉は K-DEMO と呼ばれ、ITER 規模のコンパクトなトカマク炉を指向している。炉設

計は 2015 年迄に準備概念設計を終え、2015 年から概念設計活動、2021 年に工学設計活

動への移行評価を行う計画。 

 

（３） 中国 

○ 国の新エネルギー開発への強い政策的促進の一つとし、2011 年 3 月に国立磁場核融合炉

統合設計グループが発足した。そこでは、核融合による発電実証を行う中国核融合工学試

験炉を（CFETR: Chinese Fusion Engineering Test Reactor）2025 年に稼働させるべく、

2015 年までにその概念設計を終えることが求められている。 

○ 炉心プラズマは ITER よりも小規模であり、50-200 MW の核融合出力の実証を基盤に、
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定常運転、トリチウム増殖、交換保守などの工学試験を原型炉の前に行うという位置づけ。 

○ 2015 年に二つの提案をすべく、検討中。 

 

（４） 米国 

○ 米国においては、磁場核融合は科学研究とされており、それゆえ、ITER 以外には年次的

な計画はない。 

○ 主な磁場核融合の研究機関の長による磁場核融合プログラムリーダーイニシアチブによ

って、ロードマップ作業グループが技術成熟度とギャップ分析を主とした検討を行ってい

る。 

○ 原型炉の前に、ITER と同時期に核融合（原子力）科学施設(FNSF: Fusion Nuclear Science 

Facility)が必要としている。炉心プラズマは極めて先進的あり、炉材料の研究開発を中心

課題としている。 

 

（５） ロシア 

○ 核融合炉をこれまでの軽水炉、高速中性子炉にたった原子力開発として定義。 

○ ITER 以後として、核融合中性子源、核融合・核分裂ハイブリッド炉を構想している。 

 

（６） インド 

○ 原型炉に向けた具体的な検討は後発である。 

 

日本及び各国・極の計画のあらましを図にまとめる。 

 

 

図 世界各国・極は 2040 年頃の発電実証を目指している 
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